
特定事業主行動計画策定に伴うアンケート集計結果

実施期間 ：R6.11.15～R6.11.29

対 象 ：全職員（正規職員・会計年度任用職員）

回答率 ：正規職員 83.18％、会計年度任用職員 51.09％

① 妊娠、出産、育児に関わる休暇制度の認知度について
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制度の認知度（R6年度調査）※回答人数564人
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制度の認知度（R2年度調査）※回答人数437人



② 育児休業時に感じた不安（障害）について ※R6年度調査は複数回答可（２つまで）

③ 育休を取得しなかった理由について ※R6年度調査は複数回答可（２つまで）
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④ 年次有給休暇取得に対する考え方について 

⑤ 年休取得にためらいを感じるか

⑥ 周りの職員が年次有給休暇を取得することについての意識

212

92

170

78

7

7

0 50 100 150 200 250

付与日数はできるだけ取得

数日の余裕を残して取得

職場の繁閑や周りの職員に合わせて取得

どうしても必要がある場合のみ取得

基本的には休まない

その他

年次有給休暇に対する考え方（R6年度調査）

140

46

161

84

5

0

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

付与日数はできるだけ取得

数日の余裕を残して取得

職場の繁閑や周りの職員に合わせて

どうしても必要がある場合のみ取得

基本的には休まない

その他

年次有給休暇に対する考え方（R2年度調査）

ためらいを感じる

13%

多少のためらいを感じる

58%

ためらいを感じない

29%

年休取得にためらいを感じるか（R2年度調査）

ためらいを感じる

10.4%

多少のためらいを感じる

51.5%

ためらいを感じない

38.1%

年休取得にためらいを感じるか（R6年度調査）

239

171

21

1

3

0 50 100 150 200 250 300

当然の権利、積極的に取得してもらいたい

仕事の状況を見て取得してもらいたい

周りの職員に合わせて取得してもらいたい

できるだけ取得してもらいたくない

その他

周りの職員の取得について（R2年度調査）

370

171

19

2

4

0 50 100 150 200 250 300 350 400

当然の権利、積極的に取得してもらいたい

仕事の状況を見て取得してもらいたい

周りの職員に合わせて取得してもらいたい

できるだけ取得してもらいたくない

その他

周りの職員の年休取得について（R6年度調査）

R2年度調査時に比べ「付与日数はできるだけ取得する」が増加

R2年度調査時に比べ「年休取得にためらいを感じる」人が減少

職員の意識に大きな変化なし



⑦ 年休取得の促進に必要だと思う取組について ※R6年度調査は複数回答可（２つまで）
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